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【公開番号】特開2006-146871(P2006-146871A)
【公開日】平成18年6月8日(2006.6.8)
【年通号数】公開・登録公報2006-022
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【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｆ   3/048    (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ   3/01     (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ   3/16     (2006.01)
   Ｈ０４Ｎ   7/15     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０６Ｆ   3/00    ６５１Ａ
   Ｇ０６Ｆ   3/00    ６８０Ｂ
   Ｇ０６Ｆ   3/16    ３２０Ａ
   Ｈ０４Ｎ   7/15    ６３０　

【手続補正書】
【提出日】平成20年5月20日(2008.5.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザの第１業務の遂行状況に関連する、少なくとも１つの第１業務関連物理量を測定
する測定手段と、
　ユーザが遂行可能な第２業務の状況を表す、少なくとも１つの第２業務関連物理量と、
上記測定手段が測定した上記第１業務関連物理量とに基づいて、上記第２業務を遂行する
ようにユーザの注意を喚起する処理を実行する注意喚起処理実行手段とを有することを特
徴とする注意喚起装置。
【請求項２】
　上記注意喚起処理実行手段は、上記第１業務を遂行するようにユーザの注意を喚起する
処理も実行する請求項１記載の注意喚起装置。
【請求項３】
　上記第２業務関連物理量は、上記第２業務の状況を構成する人物の上記第２業務の遂行
状況を表す物理量である請求項１または２記載の注意喚起装置。
【請求項４】
　上記第２業務の状況を構成する複数の人物のうちの選択した人物について得られる上記
第２業務の遂行状況を表す物理量を利用する請求項３記載の注意喚起装置。
【請求項５】
　上記第２業務の状況を構成する複数の人物について得られる上記第２業務の遂行状況を
表す物理量を利用する請求項３記載の注意喚起装置。
【請求項６】
　上記第１業務関連物理量および上記第２業務関連物理量は業務に対する人の集中度を表
す物理量である請求項１～５のいずれかに記載の注意喚起装置。
【請求項７】
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　上記業務に対する人の集中度を表す物理量は、人の生体情報、人の音声の情報および人
の操作処理情報を含むグループから選択される請求６記載の注意換気装置。
【請求項８】
　上記人の生体情報は、瞬き、瞳孔径、注視対象、注視時間を含む眼球に係る情報、顔面
皮膚温度、発話情報および脳波を含むグループから選択される請求項７記載の注意喚起装
置。
【請求項９】
　上記人の生体情報は、対象となる人に計測機器を装着させることなく測定可能である請
求項７または８記載の注意喚起装置。
【請求項１０】
上記人の音声の情報は、音声検出装置により検出される請求項７、８または９記載の注意
喚起装置。
【請求項１１】
　上記人の操作処理情報は、映像情報、キー入力情報およびマウス操作入力情報を含むグ
ループから選択される請求項７、８、９または１０記載の注意喚起装置。
【請求項１２】
　上記第２業務関連物理量を測定する測定手段をさらに有する請求項１～１１のいずれか
に記載の注意換気装置。
【請求項１３】
　上記第１業務はデスクワークである請求項１～１２のいずれかに記載の注意喚起装置。
【請求項１４】
　上記第２業務はコミュニケーションを伴う業務である請求項１～１３のいずれかに記載
の注意喚起装置。
【請求項１５】
　上記コミュニケーションを伴う業務は会場に出席している会議または遠隔会議システム
を利用した会議の業務である請求項１４記載の注意喚起装置。
【請求項１６】
　上記第２業務は人の視聴覚動作を必要とする業務である請求項１～１３のいずれかに記
載の注意喚起装置。
【請求項１７】
　上記視聴覚操作を必要とする業務は視聴覚コンテンツの視聴である請求項１６記載の注
意喚起装置。
【請求項１８】
　上記注意喚起処理は、表示装置への表示、発音装置による発音および匂い発生装置によ
り匂いの発生を含むグループから選択される請求項１～１７のいずれかに記載の注意喚起
装置。
【請求項１９】
　上記第１業務および上記第２業務はマルチタスク・マルチウインドウシステムのウイン
ドウで実行され、上記注意喚起処理により、または上記注意喚起処理に対するユーザの応
答入力に基づいて上記第１業務のウインドウをアクティブにする請求項１～１７のいずれ
かに記載の注意喚起装置。
【請求項２０】
　上記注意喚起処理は、少なくとも上記第１業務との干渉を抑制した処理である請求項１
～１７のいずれかに記載の注意喚起装置。
【請求項２１】
　上記注意喚起処理は、少なくとも上記第１業務で主に用いる感覚器以外の感覚器を介し
て注意を喚起する処理である請求項１～１７のいずれかに記載の注意喚起装置。
【請求項２２】
　上記注意喚起処理は、振動生成装置による振動、熱伝達装置による温度変化、送風装置
による風量変化、および表示位置変更装置による表示位置変化のうちの少なくとも１つで
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ある請求項１～１７のいずれかに記載の注意喚起装置。
【請求項２３】
　上記注意喚起処理は、注意喚起を必要としない一方の業務に関連して提示される物理量
を抑制する処理である請求項１～１７のいずれかに記載の注意喚起装置。
【請求項２４】
　上記一方の業務に関連して提示される物理量を抑制する処理は、音量変更、音質変更、
輝度変更、および画質変更のうちの少なくとも１つである請求項２３記載の注意喚起装置
。
【請求項２５】
　上記注意喚起処理は、注意喚起を必要としない一方の業務に関連する情報を空白時間を
挿入して遅延させる処理である請求項１～１７のいずれかに記載の注意喚起装置。
【請求項２６】
　測定手段により、ユーザの第１業務の遂行状況に関連する、少なくとも１つの第１業務
関連物理量を測定するステップと、
　ユーザが遂行可能な第２業務の状況を表す、少なくとも１つの第２業務関連物理量と、
上記測定手段が測定した上記第１業務関連物理量とに基づいて、注意喚起処理実行手段に
より、上記第２業務を遂行するようにユーザの注意を喚起する処理を実行するステップと
をコンピュータに実行させるために用いられることを特徴とする注意喚起用コンピュータ
プログラム。
【請求項２７】
　ユーザの第１業務に関連して第１業務用情報処理を行なう情報処理手段と、
　上記ユーザの第１業務の遂行状況に関連する、少なくとも１つの第１業務関連物理量を
測定する測定手段と、
　ユーザが遂行可能な第２業務の状況を表す、少なくとも１つの第２業務関連物理量と、
上記測定手段が測定した上記第１業務関連物理量とに基づいて、上記第２業務を遂行する
ようにユーザの注意を喚起する処理を実行する注意喚起処理実行手段とを有すること特徴
とする情報処理システム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４６】
　なお、この発明は装置またはシステムとして実現できるのみでなく、そのような発明の
一部をソフトウェアとして構成することができることはもちろんである。またそのような
ソフトウェアをコンピュータに実行させるために用いるソフトウェア製品もこの発明の技
術的な範囲に含まれることも当然である。
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